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新型コロナウイルス感染症の拡大は、山鹿市が基幹産業と位置付ける観光産

業をはじめ様々な業種に大きな影響を及ぼしています。この困難な現状を打破

し、持続可能な観光地として再生するため、市内事業者の創意工夫ある取組み

を支援するとともに、農業や教育など様々な業種との連携を促しながら、市内

経済の好循環の流れを生み出して回復へと繋げる山鹿市観光みらいステップ

アップ補助金（以下「補助金」という。）要項を下記のとおり定めます。 

なお、補助金の交付については、山鹿市補助金等交付規則（平成 17 年山鹿

市規則第 53 号）に規定するもののほか、この要項の定めるところによります。 

 

１ 補助対象者                                

補助金の交付対象となる事業者は、次の各号に該当する者とします。 

（１）山鹿市内において観光関連事業（宿泊業、旅客輸送業、飲食業、土産物

等の小売業、公衆浴場業）を営む個人又は法人であること。 

（２）山鹿市内において製造業、卸売業、小売業、生活関連サービス業、娯楽

業、教育・学習支援業、療術業、農業、サービス業（他に分類されないも

の）を営む個人又は法人であること。 

（３）上記（１）または（２）に該当する異業種を含む３者以上で構成するグ

ループであること。もしくは事業者が任意で加盟している既存の団体（観

光協会、各業者組合など）であること。※ 

（４）今後も継続して事業を行う意思を有する者で市税に未納がない者（新型

コロナウイルス感染症の拡大に伴い徴収が猶予されているものは除く）。 

（５）反社会的勢力との関わりがないこと。 

※例：（宿泊業Ａ・宿泊業Ｂ・小売業Ｃ・旅客輸送業Ｄ）や（製造業Ｅ・農業Ｆ・飲食業Ｇ）等。 

※親族経営、同族経営などの３者によるグループ構成は、該当しないものとします。 

２ 補助対象事業                                 

補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、補助金交付

決定日から令和４年３月 18 日までに完了する事業で次のいずれかに該当する

事業とします。 

（１）新型コロナウイルス感染症による厳しい局面を、創意工夫で乗り越えよ

うとする事業 

（２）新型コロナウイルス感染症の収束後に向け、新たな取組みにより事業の

継続・拡充を図ろうとする事業 

（３）新型コロナウイルス感染症の収束後に向け、事業者の連携による街中の

にぎわい創出につながる事業 

（４）新型コロナウイルス感染症の拡大により新たに実施した事業をさらに磨

き上げを行いながら、稼ぐ観光地づくりにつながる創意工夫ある事業 



３ 補助対象経費                               

補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助対象事

業に直接要する経費で、下表に掲げるものとします。 

なお、国・県・その他の補助金等を活用する場合、同一事業における補助対

象経費の重複は認められません。 

補助対象経費 

報償費・謝金、消耗品費、原材料費、広告宣伝費、印刷製本費、通信運搬費、

委託料、使用料及び賃借料、その他必要と認められる経費 

 

＜各費目の説明＞ 

費 目 具体的な使途（例示） 

報償費・謝金 商品造成の専門家やアドバイザーに関する謝金 など 

消耗品費 事業実施に直接必要と認められる事務用品 など 

原材料費 店舗改装に係る原材料の購入 など 

食糧費 開発商品の素材として試食等に係るもの など 

広告宣伝費 動画制作、SNS 広告等の出稿 など 

印刷製本費 DM やチラシの印刷、商品券の印刷 など 

通信運搬費 電話代、通信費、切手代 など 

委託料 他事業者へ委託する外注費用 など 

使用料及び賃借料 事業実施に伴い借用する機械や施設の使用料 など 

※下記経費は補助対象外です。 

工事請負費（看板設置等含む）、備品購入費、団体の経常的な運営経費、従前事

業の財源振替を目的とする経費、食糧費（上記以外）、店舗家賃への充当費、そ

の他補助することが適当でないと認められる経費。 

 

※上記は例示ですので、対象経費となるか不明の場合はお尋ねください。 

 

 

 

 

 



４ 補助金額                                  

（１）補助金総額        347 万円（予算額） 

（２）１団体（グループ）あたり 上限 100 万円 

 （３）補助率                   補助対象経費５分の４以内 

※算定した補助金に千円未満の端数が生じる場合は、これを切り捨てた額 

とします。 

※参考：事業実施費用（全て補助対象経費とする）38 万 5,500 円の場合 

    補助対象経費の５分の４         30 万 8,400 円 

    申請額（千円未満の端数を切り捨て）   30 万 8,000 円 

 

５ 申請方法                                  

（１）受付期間 

令和３年８月 23 日（月）から９月 30 日（木）まで 

※期間末日 17 時必着とします。 

※必ず事前（９月 17 日まで）にご相談やお問い合わせをしてから申請を

お願いします。 

 

（２）提出先 

〒861-0592 山鹿市山鹿 987 番地 3 山鹿市経済部ふるさと未来総室宛 

 

（３）提出方法 

原則郵送のみとし、部数は１部とします。 

 

（４）提出書類 

区 分 提出書類 

事業開始前 

（交付申請） 

・交付申請書（様式第１号） 

・事業計画書 

・収支予算書 

・補助対象経費に係る見積書の写し 

・グループまたは加盟の団体構成員名簿 

事業完了後 

（実績報告） 

・実績報告書（様式第５号） 

・収支決算書 

・費用明細書 

・補助対象経費の支払を証する書類（領収書等） 

・事業実施の成果を証する書類（写真等） 

・交付請求書（様式第７号） 



 （５）提出書類の取得方法 

  以下の方法により様式等を取得のうえ申請（郵送）してください。 

   ・山鹿市ホームページからダウンロード 

  ・山鹿市役所ふるさと未来総室（庁舎２階）及び各市民センターで配布 

  ・山鹿商工会議所、山鹿市商工会で配布 

   ・山鹿温泉観光協会、平山温泉観光協会で配布 

 

 （６）注意事項 

   記載誤りや記載漏れ、補助金趣旨に沿わない事業計画内容等は受付がで

きない場合がありますので、必ず事前（９月 17 日まで）にご相談やお問

い合わせをお願いします。 

 

６ 採択方法                                 

（１）採択方法 

審査委員会による審査結果を踏まえ、予算の範囲内で採択の可否及び補 

助額を決定します。 

 

（２）審査手順 

①事務局において、応募資格や申請内容に関する資格要件を確認します。 

②審査委員会において、下記評価基準及び別に定める審査要領に基づき１次

審査と２次審査を実施します。 

③１次審査は書類審査を行い、上位５団体程度を選定します。応募数が５団

体以内であれば実施しません。 

④２次審査は選定された団体を対象に、プレゼンテーション等による審査を 

行います。 

⑤審査委員会における審査の経過及び内容は一切公表しません。 

 

（３）評価基準 

①計画が具体的で、実現できる可能性が高いものとなっているか。 

②費用積算が正確かつ明確で、実施に必要なものとなっているか。 

③販路開拓や新たな取組み等により、地域のにぎわい創出や事業の継続を 

目指すものとして、創意工夫の特徴があるか。 

④単年度事業ではなく、将来的に自走する仕組みが明確となっているか。 

（４）審査結果 

１次及び２次審査ともに、申請者全員に書面にて結果を通知します。 

 



（５）公表 

採択された事業については、事業主体、事業名、事業概要などを市のホ

ームページ等で公表する場合があります。 

 

７ 事業の流れ及びスケジュール                         

  

 時期 備考 

（１）募集 

８月 23 日（月）から 

９月 30 日（木）まで 

期間末日 17 時必着 

記載誤りや記載漏れ、補助金趣旨

に沿わない事業計画内容等は受付

ができない場合がありますので、

事前（９月 17 日まで）にご相談

やお問い合わせをお願いします。 

（２）１次審査 10 月上旬頃 
書類審査（申請が５団体以内であ

れば実施しません） 

（３）２次審査 10 月中旬頃 プレゼンテーション審査 

（４）審査結果 10 月中旬頃 書面にて通知 

（５）事業実施 交付決定後 

新型コロナウイルス感染症の影響

拡大等により事業内容を変更する

場合は早めにご相談ください。 

また、こちらから事業進捗の確認

をする場合もあります。 

（６）実績報告 事業終了後 

事業終了後 30 日以内又は令和４

年３月 18 日のいずれか早い日ま

でに報告してください。期日まで

に提出がない場合、補助金交付が

できなくなる可能性があります。 

（７）アンケート 令和４年度以降 

補助金効果検証のためインターネ

ットによるアンケートを実施予定

です。 

 

 

 



８ 補助事業者の責務                              

補助金の交付決定を受けた場合は、以下の条件を遵守してください。 

（１）交付決定を受けた後、補助対象事業の内容又は経費の配分を変更しよう

とする場合、もしくは補助事業を中止しようとする場合は、事前に承認を

受けてください。 

（２）補助対象事業が終了したときは、その日から起算して 30 日以内又は令

和４年３月 18 日のいずれか早い日までに、実績報告書及び添付書類を提

出してください。 

（３）補助対象事業に係る収支の一切を明確にした証拠書類を整理し、５年間

保存してください。 

 

 

９ 問合せ先                                  

山鹿市 経済部 ふるさと未来総室（本庁舎２階） 

住所：〒861-0592 山鹿市山鹿 987 番地 3 

TEL：0968-41-5673／FAX：0968-43-8795 

E-mail：furusatomirai@city.yamaga.kumamoto.jp 


